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 近年の地震被害の教訓から、地下鉄駅舎、共同溝、下水道など公共地中構造物の耐震設計の重要性はます

ます高まっている。また、重要構造物の耐震設計において強い地震動を考慮するのが一般的になってきたこ

とから、構造物の耐震設計基準類においては、構造部材の非線形性や土の液状化の影響を考慮して設計する

ことが要求されるようになってきた。 

一方、地中構造物と地盤の動的相互作用に関する従来の研究は、地中構造物の地震動による顕著な被害は

ごく最近まで発生しなかったこと、被害事例において液状化地盤との動的相互作用が被害の直接的な原因と

なっているかは明確でなかった等の理由により、ほとんどは地盤が液状化しない場合を想定して行われてき

ている。 

したがって、地中構造物の周辺地盤の過剰間隙水圧が上昇し、液状化に至るまでの地盤と構造物の動的相

互作用に関しては、その基本的なメカニズムが必ずしも明らかにされていないのが現状であり、それゆえに、

動的相互作用に伴う地中構造物の挙動を詳細に把握して、構造物への影響を定量的に評価する手法を開発す

ることが必要となる。そこで本研究では、地中ボックスカルバートなど、地震時において断面方向に柔に変

形しうる地中構造物を対象に、動的相互作用に起因して発生する基本的な挙動やそのメカニズムを実験的に

把握し、構造物に作用する動的土圧を定量的に評価する方法を提案することを試みた。 

 

まず、ボックスカルバートを模擬した地盤－構造物系を対象に、重力場における一連の振動台実験を行っ

た。地盤－構造物系は、アルミニウム製の箱型断面の模型を飽和砂中に設置したもので、幅 1.2m、高さ 1.0m、

奥行き 0.8m のせん断土槽内に作成した。地盤材料には豊浦砂を用いており、地盤－構造物系の初期状態に

おいて、構造物は地盤より柔なもの（地盤の固有振動数：約 20Hz、構造物の固有振動数：約 7.5Hz）とした。 

地盤と構造物の動的相互作用を考えるとき、振動中における地盤および構造物の振動特性を調べることは

非常に有用である。特に、地盤が液状化は極めて強い非線形挙動であるので、これを把握することが重要で

ある。そこで、実験においては、計測記録から構造物側壁に隣接する土塊における振動中の応力－ひずみ関

係や有効応力経路を再現し、それらをもとに液状化に至るまでの地盤の固有振動数の時間的な変化を把握す

るという新しい試みを行った。土塊の水平面内に生じるせん断応力を構造物側壁による水平方向の直応力の

影響を考慮して算出するために、加速度計と土圧計を深度方向に設置した。また、液状化に伴う有効上載圧

の減少を求めるために土中に間隙水圧計を設置した。さらに、構造物側壁の影響を考慮してせん断ひずみを
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求めるために、側壁にひずみゲージを設置してたわみを算出できるようにした。 

振動台実験は、地盤の相対密度、入力加速度、周波数などを変化させて行った。実験の計測結果から、周

辺地盤の加振中における応力ひずみ関係と有効応力経路を再現し、加振中における土のせん断剛性の時間的

な変化を求めた。せん断剛性は、加振の継続とともに低下し、液状化状態においてほぼゼロになるまでの過

程が定量的に把握された。また、得られたせん断剛性に模型地盤の高さと土の質量密度を考慮して、地盤の

固有振動数の時間的な変化を求めた。緩い地盤を取り扱った実験では、周辺地盤の固有振動数は、初期にお

いては構造物断面そのものの固有振動数より高いが、加振とともに低下し、ある時点で構造物の固有振動数

より小さくなり、さらに、ある時点で入力波の振動数を下回り、最終的にはゼロになる様子が実験的に把握

された。 

 

周辺地盤が液状化に至る過程の構造物断面の挙動を把握するために、構造物の底版と頂版における加速度

応答倍率・位相差を詳細に分析した。加速度応答倍率は加振とともに増加し、土が完全に液状化する直前で

ピークとなり、土が完全に液状化すると低下した。位相差は、応答倍率がピークの時に 90 度となり、周辺

地盤が完全に液状化すると 150°程度にまで大きくなった。応答倍率の大きさは、共振時で 2.5～3.0、液状

化時で 1.0～1.5 であった。応答倍率がピークとなる時の周辺地盤の固有振動数を調べたところ、この現象は

地盤の固有振動数が入力波の振動数を下回る瞬間に発生していることが判明し、液状化による地盤剛性の低

下が地中構造物断面において共振をもたらしうることが明らかとなった。 

地中構造物における共振時の応答倍率を決定しうる要因を把握するために、周辺地盤の加振中における応

力ひずみ関係から履歴減衰を求め、これと応答倍率の関係を調べた。その結果、両者に強い関係があること

が実験的に示された。これより、地中構造物断面の共振時の応答倍率は周辺地盤の減衰特性より推定可能な

ことが示唆された。 

密度が高い土においては、加振によるせん断により膨張的な挙動を示すことが知られている。密な地盤を

用いた実験ケースでは、水圧の挙動から周辺地盤において膨張的な挙動が発生したことが推察された。その

場合の土の応力ひずみ関係を分析した結果、膨張的な挙動は土のせん断剛性に変化をもたらし、結果として

構造物の応答に影響を及ぼすことも明らかとなった。 

 

構造物断面に作用する土圧と変形の対応を明らかにするために、弾性はり理論に基づき、計測された土圧

から構造物断面の側壁の曲率やたわみを算定した。まず、加振前の初期状態において計測された土圧を作用

させる計算結果から、土圧と曲率は内部で整合していることを確認した。さらに、加振時を対象とした計算

の結果、加振により地盤のせん断剛性が低下し、地盤の固有振動数が構造物そのものの固有振動数の半分程

度以下になった状態、つまり、構造物そのものの固有周期を十分に越える地盤の長周期化がおこった状態で

は、計算により得られた側壁のたわみは実際のたわみと良い一致を示し、土圧は変形と対応していることが

示された。一方、地盤の固有振動数が構造物そのものの固有振動数の半分程度より高い場合、あるいは、土

が膨張的な挙動を示す場合においては、計算結果は実際と一致しないことが示された。このことから、地盤

の固有振動数が構造物そのものの固有振動数の半分程度以下になった状態で、かつ、土に膨張的な挙動が現

れない状態であれば、構造物が弾性挙動する範囲で、土圧より弾性はり理論に基づき構造物の変形が評価で
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きることが明らかにされた。 

振動により刻々と変化する地盤の固有周期や密な地盤に見られる膨張的な挙動が、動的相互作用に及ぼす

影響について調べた。まず、地盤の固有周期と動的土圧－構造物変位の位相差の関係から、動的土圧は、構

造物そのものの固有周期を越える地盤の長周期化がおこってから、構造物に荷重として作用することが明ら

かとなった。次に、膨張的な挙動が発生した場合の動的土圧について調べたところ、構造物に荷重として作

用していた動的土圧は、膨張的な挙動が発生すると反力としても作用することが示された。これらのことか

ら、周辺地盤の固有振動数と土に膨張的な挙動は、柔な構造物断面との動的相互作用に大きく影響すること

が明らかとなった。 

 

動的土圧を定量的に評価する方法を見出すためには、液状化した地盤の動的土圧の振幅や位相を決定する

支配的パラメータを明らかにすることが重要である。そこで、支配的パラメータとして、既往の設計法など

で用いられている周辺地盤の直ひずみと側壁における加速度を選定し、動的土圧とそれぞれのパラメータの

実験的な関係を調べた。その結果、動的土圧と側壁加速度の関係においては、動的土圧と直ひずみの関係に

比べてより明確な相関関係が見られ、地盤が液状化する場合の土圧に関する支配的パラメータは、側壁の加

速度であることが判明した。 

この結果を踏まえて、側壁の加速度を、動的土圧を規定するパラメータとみなして、周辺の地盤が地震動

の継続により液状化状態になった場合に、柔な構造物断面に作用する動的土圧の解を求めた。その解は、液

状化した土をせん断剛性がゼロの物質と考えた支配方程式(Westergaard,1933)に、本研究の一連の振動台実験

で見られた構造物の底部と頂部の加速度応答倍率、および、位相差を考慮した境界条件を設定して、級数解

として導出したものである。 

求めた解の妥当性を検証するために、完全液状化直前の共振時と完全液状化時を対象に、計算による動的

土圧と実験による動的土圧を比較した。誘導した解による動的土圧は、最大で 3 割程度の誤差はあるものの、

構造物を剛体と考えて算出された動的土圧に比べて、はるかに実際に近い土圧分布となっていることがわか

った。また、液状化直前の共振時など、せん断剛性が初期の 1/100 程度で完全にゼロではない状態において

も適用可能であることが示された。 

これらの一連の検討により、液状化地盤との動的相互作用に伴う地中構造物の挙動や、液状化地盤が地中

構造物に及ぼす影響が明らかになるとともに、簡単かつ明解な動的土圧の定量的な評価方法が提案された。 

 


